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令和５年度新潟県多面的機能支払制度第三者委員会 

議事概要 

 

１．日時 

令和６年３月 26 日（火曜日）９：３０～１１：３０ 

 

２．場所 

新潟県自治会館第２研修室 

 

３．出席者 

別紙のとおり 

 

４．議事概要 

（１）県施策評価書（案）ついて（資料１） 

・事前に「多面的機能支払交付金新潟県施策評価報告書（案）」が各委員に提示さ

れ、意見照会（該当事項等（章・ページ）、意見の内容、理由を明記）が行われ

た。会議当日には、「資料：参考１」において主な意見と対応方針（案）が示さ

れた。 

 

＜生態系の保全について＞ 

○古澤委員 

・ 希少種の保護に係る活動を追加してはどうかという委員の意見（資料：参考

１）は、既に活動項目にある希少種のモニタリングではなくて、保護活動そのも

のを指しているのではないか。 

・ 「生態系の保全」や「水質の向上」は、取組み自体があまり広範囲ではない上に、

ポジティブの効果が発現しにくい分析結果となっている。これはおそらくモニタ

リングのような活動がメインとなっていて、単純な効果発現につながっていない

と思われる。 

・ 生態系の保全の効果が発現するには、そこで行われている農業の形態が生態系

の保全に寄与するものへと転換されていく必要があり、多面的機能支払いによる

活動と農業（導入されている農法など）をセットで見ることが重要。そうすること

で消費者を含む地域が効果を認知できるようになり、より積極的に活動へ参加し

たいといったモチベーションが高まる良い循環になると思う。 
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○坪谷委員 

・ 営農期間以外は用水が止まってしまう平場では、生態系保全に取り組むことは

難しい。県全体で活動を増やすよりも、中山間地など自然用水が年間を通して流

れてくるところで増やす方が効果的だと思う。 

 

＜広域化による効果について＞ 

○坪谷委員 

・ 活動組織の世代交代が進み、本制度の仕組みをよく理解できていない人や事務

をやりたくないという人が増えてきているのが現状。本制度について議論するこ

とも大事だが、一番大事なのは末端の活動組織の意識改革。そのためにも組織の

広域化を進めて、広域事務局が末端組織にしっかりその意識付けをすることが重

要。 

 

○森井委員長 

・ 広域化によって、事務の煩わしさがなくなると同時に、制度の中で活動してい

るという意識が活動組織に伝わりにくくなるという可能性もあるのかもしれな

い。 

 

○古澤委員 

・ （第３章（参考）で示されている）広域化による活動組織と広域参加組織の効果

の発現状況の違いについて、分析結果を示すのであれば、効果項目の細分類名ま

でグラフ上には掲載したほうがよい。また、「農業用施設の機能増進」はもともと

全体の評価が高いため、活動組織と広域参加組織の違いは明瞭ではない。広域参

加組織の効果が大きいという点を強調する記述はしないほうがよい。 

 

＜多様な主体の参画状況について＞ 

○古澤委員 

・ 女性役員２名以上の参画については、意識が高い一部の組織では取り組まれて

いるものの、県全体ではまだまだ広げていかなければいけない状況。今後先進的

な取組みを見ながらフォローしていくような組織が出てくれば広がりが出てくる

が、評価書ではこの部分の分析があまり深掘りされていない。 

・ 第６章１．（５）の名称が「若者女性など多様な参画」となっているが、記載内

容は世代交代となっており、多様というには狭すぎるのではないか。少なくとも

名称は「若者や女性などの多様な参画」とした方がよい。 

・ 第３章２．（４）の多様な主体の参画の促進の評価について、参画の促進状況と
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いう意味では△評価は適切だと思うが、一方で参画をすることによる効果はかな

り高いものが見込まれるということなので、改善できる可能性はすごく高いとみ

て前向きに取り組めるとよい。 

 

〇坪谷委員 

・ 土地改良区の理事も女性を入れるようになってきている。女性を入れて動いて

いくということが土地改良区から末端に広がっていけば、活動組織の状況も今後

変わっていくと思う。 

 

＜広報について＞ 

○森井委員長 

・ 組織が順調に動き始めてくると、そこに参加する人の意識が軽くなってしまう

ことは組織の運営上避けられないことだと思う。その結果、制度をあまり理解で

きず参加するだけという形ができてしまうので、日頃から意識的に広報すること

が必要。 

・ また、農業者と非農業者で情報の提供がアンバランスにならないよう、広報・

周知にもう少し工夫が必要。 

 

＜制度に対する提言等について＞ 

○原委員 

・ 中山間地と平場では同じ農業といっても趣旨も内容も違う。中山間地を守るこ

とは国土保全につながっているということをもっと打ち出して、交付金全体が増

えていくことが望ましい。活動を頑張っているというＰＲも大事だ。加えて、他の

似たような中山間地を持つ道府県とも連携し、そのような抜本的な提言があって

もいいと思う。 

〇古澤委員 

（「資料：参考１」の該当箇所に記載の通り） 

 

（２）今後のスケジュール（案）について（資料２） 

・ 意見なし 

 

（３）県第三者委員会設置要領の改正（案）について（資料３） 

・ 意見なし 

 

以上 


